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株主の皆様へ 
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　株主の皆様には、ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。 

　当社グループの第４６期（平成１６年４月１日～平成１７年３月３１日）の企業集団の

営業の概況についてご報告申し上げます。 

 

企業集団の営業の概況 

当連結会計年度におけるわが国経済は、全般的には前年からの回復基調が継続

し、個人消費も若干持ち直してまいりました。しかし、下期におきましてはやや

減速傾向が現われ始めました。また、業種別に市況には差があり、同一業種内で

の業績の２極化傾向も顕著になってまいりました。 

一方、当社グループに関連深い半導体製造装置業界は、前半は情報関連機器（パ

ソコン、ゲーム器、携帯電話）やデジタル民生機器（デジタルカメラ、DVD、FPD）

の需要増による国内・アジア半導体メーカーの積極的な設備投資に支えられて活

況であり、そのため、当社グループの半導体製造装置関連の業績も好調であり、

加えて自社製品の業績も堅調に推移しました。しかし、後半、特に第４四半期に

入ってからは、翌年度の半導体需要減の影響が顕著になり始め受注が減速傾向と

なってきました。 

このような状況のもと、当社グループは、適正な固定費を維持しながら、当面

の需要状況に的確に対応するために変動費の有効活用に努め、また、新規顧客の

開拓、好採算の自社製品拡販に注力しました。加えて、品質の向上、コストダウ

ン、短納期生産を更に促進するために生産体制の継続的な改善を実施しました。 

その結果は、当連結会計年度の売上高７,７７５百万円（前期比１６.０％増）、経常利益

９８４百万円（前期比５６.２％増）、当期純利益４７１百万円（前期比０.４％増）となりました。 

なお、当連結会計年度において、企業体質の一層の強化を図るために固定資産

の減損会計を早期適用しており、減損損失１５４百万円を計上いたしました。 

 

配当金につきましては、先にご案内申し上げましたとおり、１株につき１３円の

配当とさせていただきましたのでご了承のほどお願い申し上げます。 
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当社グループが対処すべき課題としましては、以下を考えております。 

・市場（顧客）の多角化 

当社グループの主要市場（顧客）は受託製品、自社製品ともに、半導体製造装

置分野、産業用制御機器分野及び計測機器分野であります。これらの市場（顧客）

の深堀は勿論のこと、中長期的には新たな市場（顧客）開拓を行い、半導体製造

装置業界特有の急激な需要変動による売上変動の均衡化、及び更なる成長路線

の確立に注力してまいります。 

・製品開発の差別化と新たな分野の製品開発 

自社製品は現在、MPUモジュールを主にした「組込みモジュール」、「画像処

理モジュール」、「計測通信機器」の３種類の主要製品群を開発しております。

それらの更なる差別化を図る製品開発を行うために、コア技術のIP化（ASIC化、

ソフトウェア化）、SoC手法の導入等を行います。同時に中長期的には新たな分

野の製品開発も視野に入れてまいります。 

・顧客ニーズを満足する生産体制の更なる充実 

当社グループの生産状況は、半導体製造装置業界特有の急激な需要変動を背

景にし、加えて多機種変量生産であります。そのような状況下で、市場（顧客）

からのコストダウン、生産リードタイム短縮、品質向上及び鉛フリー化を含む

RoHS指令対応のニーズを満足するために、継続的な設備投資と生産体制の改善

を進めてまいります。 

・企業の社会的責任（CSR）の推進 

近年、様々な形での企業の社会的責任が問われ始めております。そのような

中、当社グループはコンプライアンス経営を推進するために、法令規範・社内

規範・倫理規範の誠実で積極的な取組みを行い、更に「個人情報保護法」遵守

を徹底してまいります。同時に地球環境保全のために、RoHS指令対応の製品開

発・製造を始め、環境への影響を配慮した社内外の各種の活動を実施してまい

ります。また、ステークホルダーへの責任を果たすため、迅速な情報公開やIR

活動を一層充実してまいります。 

 

株主の皆様におかれましては、なにとぞ倍旧のご支援、ご鞭撻を賜りたくお

願い申し上げます。 
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■　企業集団の部門別概況 
「受注製品　半導体製造装置関連」 

当該品目は、半導体・液晶製造装置の市況全般が前年度下期からの需要増が継

続したため、前半までは受注が増加し後半に入り減速傾向となりましたが、生産・

出荷もほぼ順調に推移しまして、売上高は大幅に増加いたしました。 

その結果は、売上高３,３９１百万円（前期比２７.７％増）となりました。 

 

「受注製品　産業用制御機器」 

当該品目は、各種の産業用装置、分析機器等の特注制御装置の設計及び製造を

行い特機製品として提供しております。今期は積極的な新規顧客開拓により売上

高は増加いたしました。 

その結果は、売上高６５４百万円（前期比１０.１％増）となりました。 

 

「受注製品　計測機器」 

当該品目は、特注の各種計測機器のコントローラ、通信機器の特注製品の開発

及び製造を行い特機製品として提供しております。省電力計、医療用計測器など

２年前から新たに加わった売上げを継続して含んでおりますが、売上高は微減と

なりました。 

その結果は、売上高１,１５０百万円（前期比３.５%減）となりました。 

 

「自社製品　組込みモジュール」 

当該品目のCompact PCIバス規格によるモジュールについては、拡販に努めました

が売上高は微減でありました。VMEバス規格によるモジュールについては、時代

の趨勢によりCompact PCIバス規格モジュールへの移行が進んでおります。当期の前

半は好調な半導体製造装置市況の影響を受けた従来からの主要顧客の受注が好調

でありましたが、後半に入りましては減速傾向が顕著となり組込みモジュール全

体としての売上高も減少いたしました。 

その結果は、売上高９０３百万円（前期比７.７％減）となりました。 



「自社製品　画像処理モジュール」 

当該品目は、当社グループの戦略事業の一つとして位置付け、高性能・差別化

を目指して自社開発した画像処理LSIを搭載し、システムバスとしてPCIバス規格（PCI-

Xバス含む）、Compact PCIバス規格を採用した画像処理モジュール群及び関連ソフ

トウェアを、お客様のニーズに対応して積極的に開発を行い拡販に努め、売上高

は順調に増加いたしております。 

その結果は、売上高５８４百万円（前期比１３.７％増）となりました。 

 

「自社製品　計測通信機器」 

当該品目は、当社グループの今後の差別化製品として位置付け、システムバス

としてPCIバス規格（PCI-Xバス含む）、Compact PCIバス規格、PCI Expressバス規格を採用

した超高速シリアル通信モジュール「GiGA CHANNEL」シリーズの製品開発及び販

売に注力いたしました。その結果、採用顧客が増加し、売上高は順調に増加いた

しております。 

また、CTI（Computer  Telephony  Integration）分野の製品として、電話の外線・内線・

LANに対応した「音声／FAX応答モジュール」を開発・販売しておりますが、新製

品開発及び拡販に努め、売上高は順調に増加いたしております。特に後半は特需

的な大口顧客の売上が寄与しまして、売上高は大幅に増加いたしました。 

その結果は、売上高７７７百万円（前期比８１.８％増）となりました。 

 

「商品　自社製品関連商品」 

当該品目は、自社製品の組込みモジュール、画像処理モジュール、計測通信機

器の販売促進とシステム販売による高付加価値化を図るためのソフトウェア及び

付属の周辺機器販売を行っておりますが、それらは微増でした。しかし後半特注

商品の売上高が減少したことにより、当該品目全体としての売上高は減少いたし

ました。 

その結果は、売上高３１３百万円（前期比８.１％減）となりました。 
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■　企業集団の設備投資の状況 
当連結会計年度は、長期的に成長が期待できる分野への展開並びに製品の生

産性及び信頼性向上を目的とした生産設備を中心に総額211百万円の設備投資を

実施いたしました。 

その主なものは建物１６百万円、鉛フリー対応の電子部品自動装着機９０百万円

及び自動半田付け装置１１百万円、温度･湿度試験設備１９百万円、工具・器具及び

備品３０百万円、ソフトウェア２６百万円であります。 

 

「新規開発製品例」 

▼GiGA CHANNEL APX-740 ▼POP端末コンセプトモデル「AX-POP」 



■　企業集団及び当社の営業成績及び財産の状況の推移 
①企業集団の営業成績及び財産の状況の推移 
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（企業集団の業績の推移） 

売上高の推移（百万円） 経常利益の推移（百万円） 総資産の推移（百万円） 

０ 

２,０００ 

４,０００ 

６,０００ 

８,０００ 

１０,０００ 

１２,０００ 

－４００ 

－２００ 

０ 

２００ 

４００ 

６００ 

８００ 

１,０００ 

１,２００ 

１,４００ 

１,６００ 

１,８００ 

０ 

１,０００ 

２,０００ 

３,０００ 

４,０００ 

５,０００ 

６,０００ 

７,０００ 

８,０００ 

９,０００ 

１０,０００ 

 第４２期  第４３期  第４４期  第４５期  第４６期 

 

 第４２期  第４３期  第４４期  第４５期  第４６期  第４２期  第４３期  第４４期  第４５期  第４６期 

１０,０２５ ９,９３９ １０,４７１ 

７,３２７ ７,３３４ 

△２６６ 

△１１５ 

４,６９０ 

６,７０４ 

７,７７５ 

５,０９９ 

９,９７１ 

（注）１. １株当たり当期純利益は期中平均発行済株式総数で算出しております。 
なお、役員賞与金額につきましては、普通株主に帰属しない金額として当期純利益の額
から控除しております。 

２. （1）第43期及び第44期の売上の減少及び当期純損失の計上は、主に半導体製造装置関連の
受注の減少によるものであります。 

 （2）第45期の売上の増加及び当期純利益の計上は、主に半導体製造装置関連の受注の増加
によるものであります。 

 （3）第46期の状況につきましては、前記「企業集団の営業の概況」に記載のとおりであります。 

年　度 

区　分 

第４３期 第４４期 第４５期 第４６期 
平成１３年４月１日 
平成１４年３月３１日 

平成１４年４月１日 
平成１５年３月３１日 

平成１５年４月１日 
平成１６年３月３１日 

平成１６年４月１日 
平成１７年３月３１日 

区　分 

年　度 

売 上 高  

経常利益（△損失） 

当期純利益（△損失） 

１株当たり当期純利益（△損失） 

総 資 産  

純 資 産  

（千円） 

（千円） 

（千円） 

（円） 

（千円） 

（千円） 

 ７ , ７７５ , ４３９ 

 ９８４ , ３２７ 

 ４７１ , ６４１ 

 ５８ . ７７ 

 １０ , ４７１ , １１４ 

 ７ , ６８２ , ２４０ 

  ５ , ０９９ , ６６４ 

 △ ２６６ , ５４８ 

 △ ３６０ , ７０４ 

 △ ４４ . ７４ 

  ７ , ３２７ , ７０３ 

  ６ , ２０９ , ６２２ 

（　　　　　　  ） （　　　　　　  ） 
 ６ , ７０４ , ０５９ 

 ６３０ , ２８７ 

 ４６９ , ８８０ 

 ５９ . ４５ 

 ９ , ９３９ , ４４７ 

 ７ , ２３９ , ６５２ 

（　　　　　　  ） 
  ４ , ６９０ , ４４４ 

 △ １１５ , ８５３ 

 △ ２４５ , ０６１ 

 △ ３０ . ８２ 

  ７ , ３３４ , ８２３ 

  ６ , ０４１ , ５７９ 

（　　　　　　  ） 

１,６０６ 

６３０ 

９８４ 
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②当社の営業成績及び財産の状況の推移 

（注）１. １株当たり当期純利益は期中平均発行済株式総数で算出しております。 
なお、役員賞与金額につきましては、普通株主に帰属しない金額として当期純利益の額
から控除しております。 

２. 各期の状況につきましては、前記①「企業集団の営業成績及び財産の状況の推移」の（注）２. 
と同じであります。 

年　度 

区　分 

第４３期 第４４期 第４５期 第４６期 
平成１３年４月１日 
平成１４年３月３１日 

平成１４年４月１日 
平成１５年３月３１日 

平成１５年４月１日 
平成１６年３月３１日 

平成１６年４月１日 
平成１７年３月３１日 

年　度 

売 上 高  

経常利益（△損失） 

当期純利益（△損失） 

１株当たり当期純利益（△損失） 

総 資 産  

純 資 産  

（千円） 

（千円） 

（千円） 

（円） 

（千円） 

（千円） 

 ４ , ８８８ , ３４６ 

 ５５１ , ２３２ 

 ２９５ , ００８ 

 ３６ . ６５ 

 ８ , ５５０ , ３８０ 

 ６ , ７６３ , ２２９ 

  ３ , ５０８ , ２１７ 

 △ ３３８ , ５５１ 

 △ ３６４ , ７２７ 

 △ ４５ . ２４ 

  ６ , １７８ , ２２０ 

  ５ , ５９３ , ９９５ 

（　　　　　　  ） （　　　　　　  ） 
 ４ , ３７６ , ６７９ 

 ３３２ , ２５７ 

 ３５２ , ８８８ 

 ４４ . ８５ 

 ８ , ２７５ , １９２ 

 ６ , ４９２ , ５１１ 

（　　　　　　  ） 
  ３ , ２９３ , ７１４ 

 △ １６５ , ５７１ 

 △ ２６０ , ８１５ 

 △ ３２ . ８１ 

  ６ , ０９０ , ６５４ 

  ５ , ４１０ , ２３８ 

（　　　　　　  ） 

（当社の業績の推移） 

売上高の推移（百万円） 経常利益の推移（百万円） 総資産の推移（百万円） 

０ 

１,０００ 

２,０００ 

３,０００ 

４,０００ 

５,０００ 

６,０００ 

７,０００ 

８,０００ 

９,０００ 

－４００ 

－２００ 

０ 

２００ 

４００ 

６００ 

８００ 

０ 

１,０００ 

２,０００ 

３,０００ 

４,０００ 

５,０００ 

６,０００ 

７,０００ 

８,０００ 

 第４２期  第４３期  第４４期  第４５期  第４６期  第４２期  第４３期  第４４期  第４５期  第４６期  第４２期  第４３期  第４４期  第４５期  第４６期 

７,９３２ 
８,２７５ ８,５５０ 

６,１７８ ６,０９０ 

７９６ 

３３２ 

５５１ 

△３３８ 

△１６５ 

３,２９３ 

４,３７６ 

４,８８８ 

３,５０８ 

７,０３２ 
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■　貸借対照表（平成１７年３月３１日現在） 
（単位：千円） 

資 　　　　産 　　　　の 　　　　部 負　　　　債　　　　の　　　　部 

科　　 　　　目 科　　 　　　目 金　　額 金　　額 

科　　 　　　目 金　　額 

資  本  の  部  

 

流 動 資 産  
現 金 及 び 預 金  
受 取 手 形 
売   掛   金 
有 価 証 券 
商  品  
製  品  
原 材 料  
仕 掛 品  
貯 蔵 品  
前 払 費 用  
繰 延 税 金 資 産  
未 収 入 金  
そ の 他  
貸 倒 引 当 金  

固 定 資 産  
有 形 固 定 資 産  
建 物  
構 築 物  
機 械 及 び 装 置  
工 具 器 具 及 び 備 品  
土 地  
建 設 仮 勘 定  

無 形 固 定 資 産  
ソ フ ト ウ ェ ア  
電 話 加 入 権  

投資その他の資産  
投 資 有 価 証 券  
子 会 社 株 式  
出 資 金  
従 業 員 長 期 貸 付 金  
破 産 ・ 更 生 債 権 等  
長 期 前 払 費 用  
会 員 権  
そ の 他  
貸 倒 引 当 金  

資 産 合 計  

４ ,１８２ , ０７８ 
１ ,  ５６４ ,  ７２７ 
２７０ ,  ０７１ 
６９６ ,  １０７ 
２０ ,  ０４５ 
８ ,  ３０８ 

１７２ ,  ３２１ 
３５０ ,  ０６８ 
３６１ ,  ５７０ 
４ ,  １５７ 
７ ,  ０２８ 
８８ ,  ７００ 
６３５ ,  ８１９ 
３ ,  ７８１ 
△ ６３１ 

４ , ３６８ , ３０２ 
１ , ９５９ , ８１３ 
７１３ ,  ５７３ 
１１ ,  ３７９ 
１００ ,  １７０ 
２４ ,  １６８ 

１ ,  １０９ ,  ８９８ 
６２３ 

４０ , ６６０ 
３７ ,  １７３ 
３ ,  ４８７ 

２ , ３６７ , ８２７ 
２ ,  １８８ ,  ８７５ 
１７３ ,  ４６０ 

１０ 
１ ,  ２２７ 
３１７ 
３８２ 
３ ,  ０００ 
８７２ 

△ ３１７ 

８ , ５５０ , ３８０ 

流 動 負 債  
支 払 手 形  
買 掛 金  
未 払 金  
未 払 費 用  
未 払 法 人 税 等  
未 払 消 費 税 等  
前 受 金  
預 り 金  
賞 与 引 当 金  
 

固 定 負 債  
繰 延 税 金 負 債  
退 職 給 付 引 当 金  
役員退職慰労引当金 

負 債 合 計  

９８３ , ６０６ 
２４５ ,  ０５７ 
３０２ ,  ７０２ 
２１ ,  １５５ 
１４ ,  ７５５ 
１４１ ,  ０５５ 
４２ ,  ２７２ 
７５ ,  ７５７ 
４ ,  ０１５ 

１３６ ,  ８３５ 
 

８０３ , ５４４ 
５９４ ,  ４４０ 
１４２ ,  ７０３ 
６６ ,  ４００ 

１ , ７８７ , １５０ 

資 本 金  
資 本 剰 余 金  

資 本 準 備 金  
そ の 他 資 本 剰 余 金  
自己株式処分差益 

利 益 剰 余 金  
利 益 準 備 金  
当 期 未 処 分 利 益  

その他有価証券評価差額金 
自 己 株 式  

資 本 合 計  

負債・資本合計  

２ , ３５４ , ０９４ 
２ , ４５９ , ４５２ 
２ ,  ４４４ ,  ９４２ 
１４ ,  ５０９ 
１４ ,  ５０９ 

１ , ０１３ , ４８３ 
８６ ,  ６７４ 
９２６ ,  ８０９ 

１ , ０５８ , ５４６ 
△ １２２ , ３４７ 

６ , ７６３ , ２２９ 

８ , ５５０ , ３８０ 

（注） １. 記載金額は、千円未満を切捨てて表示しております。 
２. 子会社に対する金銭債権債務 

短期金銭債権 １２１ 千円 
短期金銭債務 ３５,００２ 千円 

３. 有形固定資産の減価償却累計額 ８２６,５２９ 千円 
４. リース契約 

貸借対照表に計上した固定資産のほか、製造、設計に関する設備の一部及び電子計算
機等については、リース契約により使用しております｡ 

５. 商法施行規則第１２４条第３号に規定する配当制限額 
資産の時価評価により増加した純資産額 １,０５８,５４６ 千円 

６. 自己株式の種類及び総数 
株式の種類 普通株式 
自己株式の総数 ３７６,３６４ 株 
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■　損益計算書（平成１６年４月１日～平成１７年３月３１日） 
（単位：千円） 

科　　　　　　　　　目 金　　　　　　　　　額 

営
業
損
益
の
部 

営
業
外
損
益
の
部 

特
別
損
益
の
部 

経

常

損

益

の

部 

営 業 収 益  
売 上 高  

営 業 費 用  
売 上 原 価  
販 売 費 及び 一 般 管 理 費  

営 業 利 益  

営 業 外 収 益  
受 取 利 息  
有 価 証 券 利 息  
受 取 配 当 金  
有 価 証 券 売 却 益  
仕 入 割 引  
賃 貸 収 入  
そ の 他  

営 業 外 費 用  
そ の 他  

経 常 利 益  

特 別 利 益  
貸 倒 引 当 金 戻 入 益  
投 資 有 価 証 券 売 却 益  
投 資 有 価 証 券 償 還 益  

特 別 損 失  
固 定 資 産 除 却 損  
減 損 損 失  
投 資 有 価 証 券 評 価 損  

税引前当期純利益  

法 人 税 ､ 住 民 税 及び 事 業 税  
法 人 税 等 調 整 額  
当 期 純 利 益  
前 期 繰 越 利 益  
当 期 未 処 分 利 益  

 
 
 

３ , ５３１ ,  ２８７ 
８９０ ,  ２０７ 

 

 
２２２ 
５６７ 

４３ ,  ５８３ 
２６ ,  ７０２ 
３ ,  ２８２ 
３ ,  ７２３ 
６ ,  ３１４ 

 
１５ 
 

 

４９５ 
１６ ,  ０９１ 
１ ,  ５６１ 

 
８７６ 

１５４ ,  ９００ 
９９９ 

 

１３１ ,  ６６９ 
△ １４ ,  ０７３ 

 
４ ,  ８８８ ,  ３４６ 

 
 

４ ,  ４２１ ,  ４９４ 

４６６ , ８５２ 

 
 
 
 
 
 
 

８４ ,  ３９５ 
 

１５ 

５５１ , ２３２ 

 
 
 

１８ ,  １４７ 
 
 
 

１５６ ,  ７７６ 

４１２ , ６０３ 

 
１１７ ,  ５９５ 
２９５ , ００８ 
６３１ ,  ８０１ 
９２６ , ８０９ 

（注）１. 記載金額は、千円未満を切捨てて表示しております。 
２. 子会社との取引高 

売上高 １５,４４２ 千円 
仕入高 ３３,９２３ 千円 
外注加工費 ３４２,０９７ 千円 
外注設計費 ２４９ 千円 
営業取引以外の取引高 ３０,０９０ 千円 

３. １株当たり当期純利益 ３６.６５ 円 
（注）１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 
当期純利益 ２９５,００８ 千円 
普通株主に帰属しない金額 １３,２００ 千円 
（うち利益処分による役員賞与金） （１３,２００ 千円） 
普通株式に係る当期純利益 ２８１,８０８ 千円 
期中平均株式数 ７,６８９,１８２ 株 
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  場　所 用　途 種　類 その他 

 神奈川県厚木市 駐車場 土　地 － 

 

４. 減損損失 
当期において、当社は以下の資産について減損損失を計上しております。 

 
 
 
 
当社は、管理会計上の区分に基づき、資産のグループ化を行っております。当期において、
地価が下落し、有効利用されていない土地を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失
（１５４ , ９００千円）として特別損失に計上しました。 
なお、当該資産の回収可能価額は正味売却価額であり、時価については不動産鑑定士による
不動産鑑定評価額に基づいて算定しております。 

 
 
（注記事項） 
重要な会計方針 
１．有価証券の評価基準及び評価方法 
（１） 子会社株式 

移動平均法による原価法 
（２） その他有価証券 

①時価のあるもの・・・・・・・・・・期末日の市場価格等に基づく時価法 
（評価差額は全部資本直入法によって処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。） 
②時価のないもの・・・・・・・・・・移動平均法による原価法 

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法 
①商品・製品・・・・・・・・・・・・先入先出法による原価法 
②原材料・・・・・・・・・・・・・・月次総平均法による原価法 
③仕掛品・・・・・・・・・・・・・・個別法による原価法 
④貯蔵品・・・・・・・・・・・・・・最終仕入原価法 

３．固定資産の減価償却の方法 
（１） 有形固定資産 

定率法（ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については
定額法）を採用しております。 
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 
建　　　　　物　　１５～３８年 
機　械　装　置　　５～１０年 

（２） 無形固定資産 
定額法を採用しております。 
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 
自社利用のソフトウェア   ５年 

４．引当金の計上基準 
（１） 貸倒引当金 

売上債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率等により、
貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上し
ております。 

（２） 賞与引当金 
従業員（使用人兼務役員の使用人部分を含む）賞与の支給に充てるため、支給見込額を基準

として算定計上しております。 
（３） 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基
づき、計上しております。 

（４） 役員退職慰労引当金 
役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金規程に基づく期末要支給額を計上

しております。 
なお、当該引当金は、商法施行規則第４３条に規定する引当金であります。 
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科　　　　 　　　　目 金　　　　 　　　　額 

（単位：円） 

 

 

９９,９４６,３１４ 

 

１３,２００,０００ 

 （２,９９０,０００） 

９２６,８０９,４７５ 

 

 

 

 

 

８１３,６６３,１６１ 

当 期 未 処 分 利 益  

これを次の通り処分いたします。 

株 主 配 当 金  

（ １ 株 当 た り １３ 円 ）  

役 員 賞 与 金  

（ う ち 監 査 役 賞 与 金 ）  

次 期 繰 越 利 益  

 

■　利益処分 
 

５．リース取引の処理方法 
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
６．消費税及び地方消費税の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。 

 

会計方針の変更 
（固定資産の減損に係る会計基準） 
固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企

業会計審議会　平成１４年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会
計基準適用指針第６号　平成１５年１０月３１日）が平成１６年３月３１日に終了する事業年度に係る計算
書類から適用できることになったことに伴い、当期から同会計基準及び同適用指針を適用してお
ります。これにより税引前当期純利益は１５４ , ９００千円減少しております。 
なお、減損損失累計額については、各資産の金額から直接控除しております。 
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（注）１. 記載金額は、千円未満を切捨てて表示しております。 
２. 有形固定資産の減価償却累計額 １,４４９,９０１ 千円 
３. リース契約 

貸借対照表に計上した固定資産のほか、製造、設計に関する設備の一部及び電子計算
機等については、リース契約により使用しております｡ 

４. 自己株式の種類及び総数 
株式の種類 普通株式 
自己株式の総数 ３７６,３６４ 株 

■　連結貸借対照表（平成１７年３月３１日現在） 
（単位：千円） 

資 　　　　産 　　　　の 　　　　部 負　　　　債　　　　の　　　　部 

科　　 　　　目 科　　 　　　目 金　　額 金　　額 

科　　 　　　目 金　　額 

４６３,２０７ 

資  本  の  部 

 

少 数 株 主 持 分 

流 動 資 産  

現 金 及 び 預 金  

受取手形及び売掛金 

有 価 証 券 

た な 卸 資 産  

繰 延 税 金 資 産  

未 収 入 金  

そ の 他  

貸 倒 引 当 金  

固 定 資 産  

有 形 固 定 資 産  

建 物 及 び 構 築 物  

機械装置及び運搬具 

工 具 器 具 及 び 備 品  

土 地  

建 設 仮 勘 定  

無 形 固 定 資 産  

投資その他の資産  

投 資 有 価 証 券  

繰 延 税 金 資 産  

そ の 他  

貸 倒 引 当 金  

資 産 合 計  

５,６９８,１９２ 

２ ,  １２６ ,  ９９４ 

１ ,  ４０５ ,  ３７５ 

２０ ,  ０４５ 

１ ,  ３９１ ,  ４４５ 

１００ ,  ２６７ 

６４１ ,  ２６５ 

１３ ,  ４２８ 

△ ６３１ 

４,７７２,９２２ 

２,４７０,６８１ 

７８５ ,  ７２７ 

２８４ ,  ３３０ 

７９ ,  ９６８ 

１ ,  ３１６ ,  ６９９ 

３ ,  ９５４ 

７０ ,１０３ 

２,２３２,１３７ 

２ ,  １９６ ,  ０５５ 

２６ ,  １２４ 

１０ ,  ２７４ 

△ ３１７ 

１０,４７１,１１４ 

流 動 負 債  

支払手形及び買掛金 

未 払 法 人 税 等  

賞 与 引 当 金  

そ の 他  

 

固 定 負 債  

繰 延 税 金 負 債  

退 職 給 付 引 当 金  

役員退職慰労引当金 

負 債 合 計  

少 数 株 主 持 分  

１,４９１,２０９ 

８６５ ,  ９２７ 

２２６ ,  ９８０ 

１３６ ,  ８３５ 

２６１ ,  ４６６ 

 

８３４,４５７ 

５９３ ,  ９３９ 

１４２ ,  ７０３ 

９７ ,  ８１４ 

２,３２５,６６７ 

資 本 金  

資 本 剰 余 金  

利 益 剰 余 金  

その他有価証券評価差額金 

自 己 株 式  

資 本 合 計  

 
負債・少数株主持 
分及び資本合計 

２,３５４,０９４ 

２,４５９,４５２ 

１,９３３,８００ 

１,０５７,２４０ 

△ １２２,３４７ 

７,６８２,２４０ 

１０,４７１,１１４ 
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■　連結損益計算書（平成１６年４月１日～平成１７年３月３１日） 
（単位：千円） 

科　　　　　　　　　目 金　　　　　　　　　額 

営
業
損
益
の
部 

営
業
外
損
益
の
部 

特
別
損
益
の
部

 

経

常

損

益

の

部 

営 業 収 益  
売 上 高  

営 業 費 用  
売 上 原 価  
販 売 費及び一般管理費  

営 業 利 益  

営 業 外 収 益  
受 取 利 息  
受 取 配 当 金  
有 価 証 券 売 却 益  
仕 入 割 引  
賃 貸 収 入  
そ の 他  

営 業 外 費 用  
そ の 他  

経 常 利 益  

特 別 利 益  
貸 倒 引 当 金 戻 入 益  
固 定 資 産 売 却 益  
投 資 有 価 証 券 売 却 益  
投 資 有 価 証 券 償 還 益  

特 別 損 失  
固 定 資 産 除 却 損  
減 損 損 失  
投 資 有 価 証 券 評 価 損  

税金等調整前当期純利益 

法人税 ､ 住 民 税 及び事業税  
法 人 税 等 調 整 額  
少 数 株 主 利 益  
当 期 純 利 益  

 
 
 

５ ,  ４２０ ,  １８４ 
１ ,  ４２６ ,  ３８６ 

 

 
８００ 

１３ ,  ４９３ 
２６ ,  ７０２ 
３ ,  ２８２ 
３ ,  ９０４ 
７ ,  ２９４ 

 
１７ 

 

 
４９５ 
４５０ 

１６ ,  ０９１ 
１ ,  ５６１ 

 
３ ,  ３７６ 

１５４ ,  ９００ 
９９９ 

 

３０８ ,  ５５４ 

△ ２４ ,  １４１ 

 
７ ,  ７７５ ,  ４３９ 

 
 

６ ,  ８４６ ,  ５７０ 

９２８ , ８６８ 

 
 
 
 
 
 

５５ ,  ４７６ 
 

１７ 

９８４ , ３２７ 

 
 
 
 

１８ ,  ５９７ 
 
 
 

１５９ ,  ２７６ 

８４３ , ６４８ 

 
２８４ ,  ４１２ 
８７ ,  ５９４ 
４７１, ６４１ 

（注）１. 記載金額は、千円未満を切捨てて表示しております。 
２. １株当たり当期純利益 ５８.７７ 円 
（注）１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 
当期純利益 ４７１,６４１ 千円 
普通株主に帰属しない金額 １９,７３２ 千円 
（うち利益処分による役員賞与金） （１９,７３２ 千円） 
普通株式に係る当期純利益 ４５１,９０９ 千円 
期中平均株式数 ７,６８９,１８２ 株 
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３.  当連結会計年度において、当社グループは以下の資産について減損損失を計上しており
ます。 
 
 
 
 
当社グループは、管理会計上の区分に基づき、資産のグループ化を行っております。
当連結会計年度において、地価が下落し、有効利用されていない土地を回収可能価額ま
で減額し、当該減少資産を減損損失（１５４ , ９００千円）として特別損失に計上しました。 
なお、当該資産の回収可能価額は正味売却価額であり、時価については不動産鑑定士
による不動産鑑定評価額に基づいて算定しております。 

 
 
（注記事項） 
連結計算書類作成のための基本となる重要な事項 
１．連結の範囲に関する事項 
（１） 連結子法人等　　　　　　　　 １社 

株式会社アバール長崎 
（２） 非連結子法人等 

該当ありません。 
２．持分法の適用に関する事項 

該当ありません。 
３．連結子法人等の事業年度等に関する事項 

連結子法人等の決算日は連結決算日と一致しております。 
４．会計処理基準に関する事項 
（１） 重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 
その他有価証券 
ａ 時価のあるもの：連結会計年度末日の市場価格等に基づく時価法 
（評価差額は全部資本直入法によって処理し、売却原価は移動平均法によって
算定しております。） 

ｂ 時価のないもの：移動平均法による原価法 
②たな卸資産 
ａ 製品・商品・・・・・・・・・・・・先入先出法による原価法 
ｂ 原材料・・・・・・・・・・・・・・月次総平均法による原価法 
ｃ 仕掛品・・・・・・・・・・・・・・個別法による原価法 
ｄ 貯蔵品・・・・・・・・・・・・・・最終仕入原価法 

（２） 重要な減価償却資産の減価償却方法 
①有形固定資産 
　定率法（ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）
については、定額法）を採用しております。 
　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 
　　建　　　　物 １５～３８年 
　　機  械  装  置 ５～１０年 
②無形固定資産 
　定額法を採用しております。 
　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 
　　自社利用のソフトウェア ５年 
 

 場　所 用　途 種　類 その他 

 神奈川県厚木市 駐車場 土　地 － 
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（３） 重要な引当金の計上基準 
①貸倒引当金 
　売上債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率
等により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回
収不能見込額を計上しております。 
②賞与引当金 
　従業員（使用人兼務役員の使用人部分を含む）賞与の支給に充てるため、支給見
込額を基準として算定計上しております。 
③退職給付引当金 
　従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び
年金資産の見込額に基づき、計上しております。 
④役員退職慰労引当金 
　役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金規程に基づく要支給額
を計上しております。 

（４） 重要なリース取引の処理方法 
　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース
取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

（5）消費税及び地方消費税の会計処理 
消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。 
 

５．利益処分項目等の取扱いに関する事項 
連結会計年度中に確定した利益処分に基づいて作成しております。 

 

会計方針の変更 
（固定資産の減損に係る会計基準） 
固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会　平成１４年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」
（企業会計基準適用指針第６号　平成１５年１０月３１日）が平成１６年３月３１日に終了する連結
会計年度に係る連結計算書類から適用できることになったことに伴い、当連結会計年度か
ら同会計基準及び同適用指針を適用しております。これにより税金等調整前当期純利益は
１５４,９００千円減少しております。 
なお、減損損失累計額については、各資産の金額から直接控除しております。 



-　-１６ 

会社が発行する株式の総数 ２３ , ５００ , ０００株 

株式の種類 普通株式 

発行済株式の総数 ８ , ０６４ , ５４２株 

株主数 １ , ８６６名 

１単元の株式数 １ , ０００株 

大株主の状況（上位１０名） 

■　株式の状況（平成１７年３月３１日現在） 
 

株 

株 

株 

株 

株 

株 

株 

株 

株 

株 

％ 

％ 

％ 

％ 

％ 

％ 

％ 

％ 

％ 

％ 

持 　株 　数 株      主      名 出 資 比 率 

株 式 会 社 ニ コ ン  

御 船 　 滋  

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 

奥 村 龍 昭  

ソシエテ ジェネラル バンク アンド トラスト 

株 式 会 社 ア ク セ ル  

嶋 村 　 清  

株 式 会 社 ラ ヴ ォ ー チ ェ  

ア バ ー ル デ ー タ 社 員 持 株 会  

奥 村 秀 樹  

１ , ２９３ , ４００ 

３４４ , ０００ 

３１５ , ０００ 

２３７ , ０００ 

１８５ , ０００ 

１６０ , ０００ 

１５２ , ５００ 

１５１ , ０００ 

１３７ , ９９５ 

１３７ , ０００ 

１６ . ０３ 

４ . ２６ 

３ . ９０ 

２ . ９３ 

２ . ２９ 

１ . ９８ 

１ . ８９ 

１ . ８７ 

１ . ７１ 

１ . ６９ 

発 行 決 議 の 日  

新 株 予 約 権 の 数  

新株予約権の目的となる株式の種類 

新株予約権の目的となる株式の数 

新 株 予 約 権 の 発 行 価 額  

平成１５年７月１６日 

１３５個 

普通株式 

１３５,０００株 

無　償 

 

■　新株予約権の状況 
　現に発行している新株予約権 
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■　会社の概要（平成１７年６月２８日現在） 

商　　号 

 

設　　立 

資 本 金 

社 員 数 

事業内容 

 

 

 

 

事 業 所 

 

 

役 　 員  

株式会社　アバールデータ 

英文　AVAL　DATA　CORPORATION 

昭和３４年８月２２日 

２３億５４百万円 

１６７名（平成１７年３月３１日現在） 

一般通信機器の製造、販売 

工業用計測器並びに工業用制御装置の製造、販売 

物理、化学、医学用等の電子装置の製造、販売 

その他各種電子応用装置の製造、販売 

前各号に付帯する一切の事業 

本社・町田事業所 東京都町田市旭町一丁目２５番１０号 

厚 木 事 業 所 神奈川県厚木市金田１０４１番地 

代表取締役社長 嶋　村　　　清 

常 務 取 締 役　　五 十 嵐 一 範  

取　　締　　役　　神　子　芳　弘 

取　　締　　役　　広　光　　　勲 

取　　締　　役　　梶　原　　　守 

常 勤 監 査 役  三　国　　　悟 

監　　査　　役　　石　渡　孝　二 

監　　査　　役　　金　子　健　紀 

 





決 算 期  

定 時 株 主 総 会  

利益配当金株主確定日 

中間配当金株主確定日 

名 義 書 換 代 理 人  

 

同 事 務 取 扱 所  

（郵便物送付先） 

 

（ 電 話 照 会 先 ）  

同 取 次 所  

 

公 告 掲 載 新 聞  

毎年３月３１日 

毎年６月 

毎年３月３１日 

毎年９月３０日 

東京都港区芝三丁目３３番１号 

中央三井信託銀行株式会社 

〒１６８─００６３ 

東京都杉並区和泉二丁目８番４号 

中央三井信託銀行株式会社　証券代行部 

電話　０３─３３２３─７１１１（大代表） 

中央三井信託銀行株式会社　全国各支店 

日本証券代行株式会社　本店及び全国各支店 

日本経済新聞 

１. 

２. 

３. 

 

４. 

 

５. 

 

 

 

株主メモ 

（お知らせ） 

① 当社は、貸借対照表及び損益計算書を決算公告に代えて、ホームページに

掲載することにいたしましたのでお知らせいたします。 

当社のホームページアドレスは次のとおりです。 

ｈｔｔｐ ： ／／ｗｗｗ. ａｖａｌｄａｔａ. ｃｏ. ｊｐ／ａｖａｌ／ｉｒ／ｉｎｖｅｓｔｏｒ. ｈｔｍｌ 

② 住所変更、単元未満株式（端株）買取請求、名義書換請求及び配当金振込

指定に必要な各用紙のご請求は、名義書換代理人のフリーダイヤル 

０１２０ ─ ８７ ─ ２０３１で２４時間承っておりますので、ご利用ください。 

名義書換代理人のホームページアドレスは次のとおりです。 

ｈｔｔｐ ： ／／ｗｗｗ. ｃｈｕｏｍｉｔｓｕｉ. ｃｏ. ｊｐ／ｐｅｒｓｏｎ／ｐ_０６. ｈｔｍｌ 


	無題
	無題

